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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 10,961 37.9 278 ― 251 ― 308 ―
22年3月期 7,947 △22.6 △814 ― △792 ― △899 ―

（注）包括利益 23年3月期 218百万円 （―％） 22年3月期 △809百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 8.29 ― 3.6 2.0 2.5
22年3月期 △24.11 ― △10.1 △6.5 △10.3

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 12,781 8,624 67.5 231.41
22年3月期 12,030 8,487 70.5 227.64

（参考） 自己資本   23年3月期  8,624百万円 22年3月期  8,487百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 788 △418 △4 2,138
22年3月期 △64 △649 △3 1,644

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 74 24.1 0.9
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 2.00 2.00 35.5

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,700 5.8 100 △37.3 110 △19.5 90 △18.8 2.41
通期 11,600 5.8 240 △13.9 250 △0.4 210 △31.6 5.63



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 38,990,870 株 22年3月期 38,990,870 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,720,943 株 22年3月期 1,708,528 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 37,273,987 株 22年3月期 37,302,685 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 10,700 34.7 261 ― 239 ― 303 ―
22年3月期 7,947 △22.6 △825 ― △803 ― △890 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 8.14 ―
22年3月期 △23.86 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 12,785 8,697 68.0 233.36
22年3月期 12,004 8,464 70.5 227.05

（参考） 自己資本 23年3月期  8,697百万円 22年3月期  8,464百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく決算財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業務見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提の条件に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、決算短信（添付資料）３ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析（次期の見通し）」をご覧ください。なお、東日本大震災の影響につきましては、現時
点では合理的に算定することは困難であるため業績予想には反映しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,500 4.6 100 △31.3 110 △11.8 90 △12.4 2.41
通期 11,300 5.6 240 △8.4 250 4.6 210 △30.8 5.63
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（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度のわが国経済は、アジア向けを中心に輸出が増加し、生産も持ち直し、緩やかに回復してまい

りました。一方、デフレ状況からは依然として脱することができず、雇用情勢も厳しい状況にありました。ま

た、資源価格の上昇や円高の進行など、企業業績にとって厳しい経済環境にありました。 

電線業界における銅電線出荷量は、通信・電力・自動車部門は減少したものの、電気機械部門が好調に推移

し、低迷を続けていた建設・電線販売部門が夏以降増加に転じたこともあり、前年同期を上回る状況でありまし

た。 

当社グループは、当期の黒字化を最優先課題として取り組んでまいりました。売上高の確保に向けた施策とし

て、新製品を継続的に市場へ投入することにより売上拡大を図るとともに、市場のニーズにすばやく対応するた

めに、直販主体の機動的な営業スタイルを強化してまいりました。また、利益改善の面では、生産性の向上、ロ

ス削減、海外生産委託の活用などに取り組むとともに、固定費の圧縮、諸経費の節減、設備投資の抑制などの施

策を実施してまいりました。 

なお、本年３月に発生した東日本大震災による当社への影響につきましては、人的・物的な被害はなく、計画

停電による当社群馬工場への影響も軽微でありました。 

売上高につきましては、好調なアジア向け輸出に支えられた国内メーカ向けや海外売上高の増加により、前年

同期と比べ 百万円増の 百万円となりました。なお、当連結会計年度から、子会社（国内１社、海外１

社）を新たに連結会社に加えた影響により、前年同期に比べ 百万円増加しました。 

損益につきましては、銅価格の上昇によるコスト増はあったものの、前年同期と比べ売上高が大幅に増加した

ため、営業損益は前年同期 百万円の損失に対して 百万円の利益、経常損益は為替差損の発生はあったもの

の前年同期 百万円の損失に対して 百万円の利益、当期純損益は前年同期 百万円の損失に対し 百万円

の利益となり黒字化を達成しました。 

   

①セグメントの業績 

 （注）各セグメントの主な製品は以下のとおりであります。 

 １．電線・ケーブル 機器用電線、通信ケーブル、ワイヤーハーネス、フレキシブル基板など 

 ２．電極線      放電加工機用電極線 

 ３．不動産賃貸   本社・群馬地区建物の賃貸など  

［電線・ケーブル］ 

売上高につきましては、産業用機械および工作機械メーカのアジア向け輸出が好調であったため、機器用電

線、ワイヤーハーネス、光製品などが増加しました。また、フレキシブル基板は試作案件の量産化が進み増加し

ました。一方、通信用ケーブルは、国内需要の低迷により減少しました。その結果、売上高は前年同期と比べ

百万円増の 百万円となりました。 

営業損益につきましては、銅価格の上昇によるコスト増はあったものの、売上高の大幅な増加により、前年同

期 百万円の損失に対して 百万円の利益となりました。 

  

［電極線］ 

売上高につきましては、国内・海外向け需要の回復や新ブランドの投入により増加するとともに、銅・亜鉛価

格の上昇を受け販売価格が押し上げられた結果、前年同期と比べ 百万円増の 百万円となりました。 

営業損益につきましては、主として売上高の増加により、前年同期 百万円の損失に対して 百万円の利益と

なりました。 

  

［不動産賃貸］ 

売上高につきましては、最近の不動産賃貸価格の下落の影響を受け、前年同期と比べ 百万円減の 百万円と

なりました。 

営業損益につきましては、主として売上高の減少により、前年同期に比べ 百万円減の 百万円の利益となり

ました。 

  

１．経営成績

3,014 10,961

260

814 278

792 251 899 308

セグメント名 

平成22年３月期  平成23年３月期  対前年同期増減率  

売上高  

（百万円） 

営業利益  

（百万円） 

売上高  

（百万円） 

営業利益  

（百万円） 

売上高  

（％） 

営業利益  

（％） 

電線・ケーブル   5,735   △963   7,586   46  32.3  ─

電極線   1,758   △78   2,943   25  67.4  ─

不動産賃貸        453   227   432   206  △4.7  △9.2

合計   7,947   △814   10,961   278    37.9  ─

1,850 7,586

963 46

1,185 2,943

78 25

21 432

20 206



（次期の見通し） 

今後の経営環境につきましては、世界経済は総じて緩やかに成長していくものと見られており、中国をはじ

めとしたアジア経済が今後も世界経済を牽引していくものと思われます。国内景気については、東日本大震災

の影響により企業の生産活動に直接的・間接的な制約を受け一時的に落ち込むことも予想されます。一方で震

災復興需要がもたらす経済効果も予想されるため、先行きは全般的に不透明であると考えられます。 

次期の売上高の見通しにつきましては、「電線・ケーブル」において、機器用電線は産業用機械向けに増加

し、通信用ケーブルは総じて横這いであると見込んでおります。また、ワイヤーハーネスは産業用機械および

工作機械向けで増加し、フレキシブル基板は今後も試作品の量産化が進むことにより増加するものと見込んで

おります。「電極線」は、素材価格の上昇を受け販売価格が改定されるため増加するものと見込んでおりま

す。「不動産賃貸」は、横這いと見込んでおります。 

利益面につきましては、販売価格の適正化、原価低減、諸経費の節減など引き続き取り組むものの、銅をは

じめとした素材価格の上昇などによるコスト増があるため、前年度を下回る見込みであります。 

このような状況を踏まえ、次期の連結業績予想は、売上高 百万円、営業利益 百万円、経常利益

百万円、当期純利益 百万円を見込んでおります。 

なお、業績予想の前提条件として、銅の建値は 万円/トン、亜鉛の建値は 万円/トン、為替レートは１米

ドル 円、１ユーロ 円で想定しております。銅・亜鉛・石油化学製品の国際価格の変動は、当社グループの

業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。 

また、東日本大震災が当社の業績に与える影響は予想し難く織り込んでおりません。 

  

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況 

総資産は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円増加しました。 

流動資産は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円増加しました。これは主に現金及び預金

や受取手形及び売掛金が増加したためであります。 

固定資産は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円減少しました。これは主に非子会社を新た

に連結したことにより投資その他の資産が減少したためであります。 

負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円増加しました。 

流動負債は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円増加しました。これは主に材料などの仕

入高増により支払手形及び買掛金が増加したためであります。 

固定負債は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円増加しました。これは主に退職給付引当

金が増加したためであります。 

純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円増加しました。これは主に株式時価の

下落によりその他有価証券評価差額金が減少したものの、利益剰余金が増加したためであります。 

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ ポイント低下し ％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは 百万円の収入となりました。これは主に売上債権の増加 百万円、

たな卸資産の増加 百万円による支出があったものの、税金等調整前当期純利益 百万円、減価償却費 百万

円、仕入債務の増加 百万円などによる収入が上回ったためであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは 百万円の支出となりました。これは主に有形・無形固定資産の取得

百万円や預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金の増加 百万円などによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは 百万円の支出となりました。 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、新規連結会社 百万円を加えた結果、前連結会計年度末に比べ

百万円増加し 百万円となりました。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（平成22年３月期については、営業キャッシュ・フローがマイナスであったため、キャッシュ・フロー対有利子負債

比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。）  

（注１）各指数は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は利益配分に関し、企業価値を高めるため財務体質と経営基盤の強化を図るとともに株主の皆様に対し安

定的な配当の維持を基本方針としております。 

内部留保資金の使途につきましては、将来の企業体質の強化、新製品・新事業の展開への開発投資などに活用

し企業価値の向上に努めてまいります。 

なお、平成23年３月期の期末配当につきましては 円とし、配当性向は ％となる予定です。 

次期の１株当たり配当金は、年間 円（期末配当）を予定しております。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  67.5  69.9  75.5   70.5   67.5

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 65.6  37.1  44.5   37.8   51.9

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 0.5  1.4  1.0   ─   0.5

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 126.1  48.5  91.6   ─   204.5

2 24.1

2



（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。これらは、当社グループの事業等に関するリスクをすべて網羅するものではありませんのでご留意ください。

なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に

努める方針であります。 

①経済状況 

当社グループの事業は主に産業用機器・情報通信・半導体関連業界の市場における経済状況の影響を受けま

す。これらの市場における景気後退、それに伴う需要の縮小は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

②素材価格の変動 

当社グループの主要製品に材料として使用される銅・亜鉛、石油化学製品などの価格は国際市況に連動してお

り、それにより当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

③為替相場の変動 

当社グループは、海外への売上、海外からの調達があり外貨建債権債務を有しております。そのため、為替相

場の動向によっては、為替差損益が発生する可能性があります。 

④退職給付債務 

当社グループの退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産の期待収益率に基づい

て算出しております。また、債務の積立不足を補うため退職給付信託を設定しております。これらの前提条件と

実際の結果が異なった場合や信託設定株式の株価の下落は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

⑤保有有価証券の時価下落 

当社グループは、株式市場の影響を受ける有価証券を保有しております。これらの有価証券の時価が著しく下

落した場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑥税効果会計 

税効果会計においては、将来の予想・前提に基づいて、繰延税金資産および繰延税金負債の算定を行っている

ため、予想・前提となる数値に変更がある場合もしくはこれらの算定を行うための会計基準の変更がある場合に

は、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦減損会計 

当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日）および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日））を適用しております。当該資産グループの収益性が継続的に悪化した場合

は、減損損失が発生し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  



当社グループは、当社、子会社５社、その他の関係会社１社で構成され、電線・ケーブルや電極線の製造販売お

よび不動産の賃貸を主な内容とし展開しております。 

当社グループの事業に関わる位置付けは、次のとおりであります。 

電線・ケーブル    当社が製造販売するほか、連結子会社である沖電線ワイヤーハーネス（株）および沖電

線フレキシブルサーキット（株）が製造しております。 

電極線        当社および連結子会社である日沖電線（常熟）有限公司が製造販売しております。 

不動産賃貸      当社が不動産の賃貸を行っております。 

当社のサービス業務受託を非連結子会社である沖電線サービス（株）が行っております。 

なお、その他の関係会社である沖電気工業（株）は、当社製品の販売先であります。 

事業の系統図は次のとおりであります。  

 
（注）上記の外に非連結子会社として厦門多威沖電線有限公司がありますが、清算手続き中であります。   

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、経営の基本方針として次の綱領を掲げております。 

・われらは社業を通じて広く社会の進運に貢献する。 

・われらは互いに協力し当社の限りなき発展に努める。 

・われらは自主と誠実を旨とし自ら恥じないことを期する。 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、経営効率の向上を目指し、売上高経常利益率６％以上を経営指標として設定し活動しておりま

す。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、将来にわたって安定的な収益を確保し、ステークホルダーの皆様から評価される企業を目指し

てまいります。 

2010年度から新たに中期計画「開化13」（2010年度から2013年度まで）をスタートしております。中期計画の第

１年目の優先課題であった黒字化を達成することができました。以下に示す重点施策を引き続き進めることによ

り、ニッチトップを目指してまいります。 

①電線・ケーブル 

（電線、ワイヤーハーネス）  

・当社オリジナルの新製品の売上を伸ばす。 

・市場の成長が見込まれる新規分野を開拓する。 

・多種変量生産で価値ある届け方を実現する。 

・海外製造委託を促進して低付加価値品のコスト競争力をつける。 

（フレキシブル基板） 

・試作から量産に移行する顧客ベースを維持・拡大する。 

・他社に真似のできない短納期多種変量デリバリを実現する。 

・技術的な優位性を持った新奇品を追求する。  

②電極線 

・世界一流の品質とコストを実現してグローバルシェアを拡大する。 

・電極線新製品を新たな市場に拡販する。 

・使用済み電極線のリサイクルを促進する。 

（４）会社の対処すべき課題 

今後の景気は、長期的には回復していくものと期待されますが、当社を取り巻く経営環境は決して楽観できるも

のではありません。当社グループの抱えている大きな経営課題として次の２つが挙げられます。 

①2011～2013年度に健全な収益体質を取り戻すこと。 

②次の10年に向けた業容拡大への布石を打つこと。 

また、東日本大震災からの復興に向けては、供給責任を全うできるように最大限の努力をしてまいります。 

一方、管理体制面については、内部統制、コーポレートガバナンス、コンプライアンスの充実・強化に取り組ん

でまいります。  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,544,390 2,038,439

受取手形及び売掛金 2,924,846 3,372,191

有価証券 400,674 702,590

商品及び製品 414,333 435,903

仕掛品 312,280 394,283

原材料及び貯蔵品 130,182 178,612

繰延税金資産 168,557 282,862

その他 158,907 172,174

貸倒引当金 △299 △1,435

流動資産合計 6,053,873 7,575,622

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1, ※3  2,779,028 ※1, ※3  2,598,926

機械装置及び運搬具（純額） ※1  547,447 ※1  493,816

土地 1,403,252 1,403,252

その他（純額） ※1  102,587 ※1  106,592

有形固定資産合計 4,832,316 4,602,589

無形固定資産 242,440 168,917

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  526,731 ※2  401,239

繰延税金資産 6,338 6,335

その他 ※2  382,941 35,905

貸倒引当金 △14,292 △9,353

投資その他の資産合計 901,718 434,125

固定資産合計 5,976,475 5,205,632

資産合計 12,030,349 12,781,255



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,396,809 1,737,780

短期借入金 190,000 190,000

未払法人税等 32,496 42,865

その他 567,334 652,614

流動負債合計 2,186,640 2,623,261

固定負債   

繰延税金負債 64,268 37,667

退職給付引当金 900,903 1,092,984

役員退職慰労引当金 88,554 96,666

長期預り保証金 302,866 295,573

その他 － 10,419

固定負債合計 1,356,592 1,533,311

負債合計 3,543,232 4,156,572

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金 3,101,531 3,101,531

利益剰余金 1,444,030 1,673,983

自己株式 △503,074 △504,896

株主資本合計 8,347,281 8,575,411

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 139,835 70,945

為替換算調整勘定 － △21,673

その他の包括利益累計額合計 139,835 49,271

純資産合計 8,487,116 8,624,683

負債純資産合計 12,030,349 12,781,255



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 7,947,136 10,961,896

売上原価 ※2, ※3  6,863,889 ※2, ※3  8,696,257

売上総利益 1,083,246 2,265,638

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 206,082 242,594

給料手当及び福利費 956,586 964,594

退職給付費用 142,684 141,270

役員退職慰労引当金繰入額 29,012 28,692

貸倒引当金繰入額 8,609 －

研究開発費 ※2  152,209 ※2  186,187

減価償却費 74,828 75,033

その他 327,896 348,388

販売費及び一般管理費合計 1,897,909 1,986,760

営業利益又は営業損失（△） △814,663 278,878

営業外収益   

受取利息 7,598 2,926

受取配当金 14,344 14,021

受取ロイヤリティー 3,537 2,370

その他 7,138 7,905

営業外収益合計 32,618 27,224

営業外費用   

支払利息 3,936 3,910

為替差損 6,765 44,118

その他 30 7,055

営業外費用合計 10,732 55,083

経常利益又は経常損失（△） △792,777 251,018

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 3,667

固定資産売却益 730 187

特別利益合計 730 3,854

特別損失   

固定資産処分損 ※1  11,668 ※1  19,875

投資有価証券評価損 49,485 6,161

減損損失 ※4  127,964 －

特別損失合計 189,118 26,037

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△981,164 228,836

法人税、住民税及び事業税 20,506 32,310

法人税等調整額 △102,430 △112,388

法人税等合計 △81,923 △80,078

少数株主損益調整前当期純利益 － 308,914

当期純利益又は当期純損失（△） △899,240 308,914



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 308,914

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △68,890

為替換算調整勘定 － △21,673

その他の包括利益合計 － △90,564

包括利益 － 218,350

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 218,350

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,304,793 4,304,793

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,304,793 4,304,793

資本剰余金   

前期末残高 3,101,531 3,101,531

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,101,531 3,101,531

利益剰余金   

前期末残高 2,343,812 1,444,030

当期変動額   

連結範囲の変動 － △78,938

自己株式の処分 △541 △22

当期純利益又は当期純損失（△） △899,240 308,914

当期変動額合計 △899,782 229,953

当期末残高 1,444,030 1,673,983

自己株式   

前期末残高 △500,049 △503,074

当期変動額   

自己株式の取得 △3,894 △1,871

自己株式の処分 868 48

当期変動額合計 △3,025 △1,822

当期末残高 △503,074 △504,896

株主資本合計   

前期末残高 9,250,088 8,347,281

当期変動額   

連結範囲の変動 － △78,938

当期純利益又は当期純損失（△） △899,240 308,914

自己株式の取得 △3,894 △1,871

自己株式の処分 327 26

当期変動額合計 △902,807 228,130

当期末残高 8,347,281 8,575,411



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 50,369 139,835

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 89,466 △68,890

当期変動額合計 89,466 △68,890

当期末残高 139,835 70,945

為替換算調整勘定   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △21,673

当期変動額合計 － △21,673

当期末残高 － △21,673

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 50,369 139,835

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 89,466 △90,564

当期変動額合計 89,466 △90,564

当期末残高 139,835 49,271

純資産合計   

前期末残高 9,300,458 8,487,116

当期変動額   

連結範囲の変動 － △78,938

当期純利益又は当期純損失（△） △899,240 308,914

自己株式の取得 △3,894 △1,871

自己株式の処分 327 26

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 89,466 △90,564

当期変動額合計 △813,341 137,566

当期末残高 8,487,116 8,624,683



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△981,164 228,836

減価償却費 614,576 519,065

退職給付引当金の増減額（△は減少） 132,101 192,080

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,051 8,112

減損損失 127,964 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,670 △3,802

受取利息及び受取配当金 △21,942 △16,947

支払利息 3,936 3,910

為替差損益（△は益） 2,135 10,071

投資有価証券評価損益（△は益） 49,485 6,161

有形固定資産廃棄損 11,668 19,875

売上債権の増減額（△は増加） △579,397 △462,635

たな卸資産の増減額（△は増加） 140,436 △62,004

仕入債務の増減額（△は減少） 471,088 345,978

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,347 7,436

預り保証金の増減額（△は減少） △25,555 △7,292

その他 △87,057 15,979

小計 △135,995 804,826

利息及び配当金の受取額 22,159 16,966

利息の支払額 △4,123 △3,857

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 53,449 △29,065

営業活動によるキャッシュ・フロー △64,510 788,870

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △300,758 △101,787

有形固定資産の取得による支出 △203,893 △106,614

有形固定資産の売却による収入 2,233 560

無形固定資産の取得による支出 △92,559 △10,059

投資有価証券の取得による支出 △30,000 －

貸付けによる支出 △15,300 －

貸付金の回収による収入 584 142

関係会社出資金の払込による支出 △27,555 －

定期預金の預入による支出 － △200,000

その他 17,394 △1,223

投資活動によるキャッシュ・フロー △649,854 △418,981

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の純増減額（△は増加） △3,566 △1,845

配当金の支払額 △382 △2,949

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,949 △4,794

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,135 △15,803

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △720,449 349,291

現金及び現金同等物の期首残高 2,364,756 1,644,306

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 144,887

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,644,306 ※1  2,138,485



 該当事項はありません。   

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1)連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

沖電線ワイヤーハーネス（株） 

(1)連結子会社の数  ３社 

連結子会社の名称 

沖電線ワイヤーハーネス（株） 

沖電線フレキシブルサーキット（株） 

日沖電線（常熟）有限公司 

なお、沖電線フレキシブルサーキット

（株）および日沖電線（常熟）有限公司に

ついては、重要性が増したため、当連結会

計年度から連結の範囲に含めております。

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

沖電線フレキシブルサーキット（株） 

沖電線サービス（株） 

厦門多威沖電線有限公司 

日沖電線（常熟）有限公司  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

沖電線サービス（株）  

  （連結の範囲から除いた理由） 

 連結の範囲から除外した子会社の合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも小規模であり、全体として

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてお

りません。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

２．持分法の適用に関する

事項 

適用外の非連結子会社沖電線フレキシブ

ルサーキット（株）、沖電線サービス 

（株）、厦門多威沖電線有限公司及び日沖

電線（常熟）有限公司は、それぞれ連結純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法を適用せず原価法により評価

しております。 

適用外の非連結子会社沖電線サービス 

（株）は、当期純損益及び利益剰余金等か

らみて連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり重要性がないため、持分法を適用せず

原価法により評価しております。 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

連結子会社のうち日沖電線（常熟）有限

公司の決算日は、12月31日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、同決算日

の財務諸表を使用しております。ただし、

１月１日から連結決算日３月31日までの期

間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

    

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

①有価証券 

 （イ）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採用しており

ます。 

①有価証券 

 （イ）満期保有目的の債券 

同左 

  （ロ）その他有価証券 

1.時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法によ

り算定しております。） 

（ロ）その他有価証券 

1.時価のあるもの 

同左 

  2.時価のないもの 

 総平均法による原価法 

2.時価のないもの 

同左 

  ②棚卸資産 

先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定しております。） 

②棚卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しております。 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 ただし、自社利用ソフトウェアについて

は、自社における利用可能期間（5年）に

基づく定額法を採用しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

(3）重要な引当金の計上

基準 

①貸倒引当金 

 連結会計年度末現在有する売掛金、貸付

金等の債権の貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により発生年度から

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により翌連結会計

年度から費用処理することとしておりま

す。 

②退職給付引当金 

同左 

  ③役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるため内規

に基づく連結会計年度末要支給額（全額）

を計上しております。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

(4）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲 

――――――――――   連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金が可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

(5）その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金が可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

――――――――――  



  

  

  

(7)表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

（連結損益計算書） 

 ――――――――――― 

（連結損益計算書） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、当連結会計年度では、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。  

(8)追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

 ――――――――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」および

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」および「評価・換算差額等合

計」金額を記載しております。 

(9)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年3月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額   千円14,129,647 ※１ 有形固定資産減価償却累計額   千円14,355,640

※２ 非連結子会社の株式及び出資金 ※２ 非連結子会社の株式 

投資有価証券（株式）          千円40,000

その他  （出資金） 千円265,598

投資有価証券（株式）          千円10,000

※３ 国庫補助金等の受入れにより建物について9,749千

円の圧縮記帳を行っており、連結貸借対照表計上額

は、この圧縮記帳額を控除しております。 

※３          同左 



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

※１ 固定資産処分損の明細は次のとおりであります。 ※１ 固定資産処分損の明細は次のとおりであります。 

(1）固定資産除却損   

建物及び構築物 千円 2,330

機械装置及び運搬具     千円 7,062

その他有形固定資産 千円 2,234

無形固定資産 千円 40

合計 千円 11,668   

(2）建物等撤去費用        千円 

(1）固定資産除却損   

建物及び構築物 千円 717

機械装置及び運搬具     千円 6,714

その他有形固定資産 千円 952

合計 千円 8,384

11,490

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれている研究開発費

は 千円であります。 183,277

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれている研究開発費

は 千円であります。 212,680

※３ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、たな卸資産評価損 千円が売上原

価に含まれております。 

△3,035

※３ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、たな卸資産評価損 千円が売上原

価に含まれております。 

△4,821

※４ 減損損失 

当連結会計年度において、減損損失を計上した主

な資産は次のとおりであります。 

──────  

（１）  

  

用途 フレキシブル基板製造設備  

種類 機械装置等  

場所 群馬県伊勢崎市  

減損損失 機械装置等 千円  99,025

減損損失の認識に至

った経緯 

営業活動から生じる損益が継続

して損失となり将来キャッシ

ュ・フローが各資産の帳簿価額

を著しく下回ったため  

回収可能価額 正味売却価額  

回収可能価額の算定

方法 

他への転用や売却が困難である

ことから 円としております。  0

  

（２） 

当社グループは、原則として、事業用資産については事

業区分を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産

については個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。 

用途 遊休資産  

種類 建物等  

場所 群馬県前橋市  

減損損失 建物等 千円  28,938

減損損失の認識に至

った経緯 

遊休状態となり将来キャッシ

ュ・フローが各資産の帳簿価額

を著しく下回ったため  

回収可能価額 正味売却価額  

回収可能価額の算定

方法 

他への転用や売却が困難である

ことから 円としております。  0

  



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少 千株は、買増し請

求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。  

当連結会計年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少 千株は、買増し請

求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 △809,774 千円

少数株主に係る包括利益 －

計 △809,774

その他有価証券評価差額金 89,466 千円

計 89,466

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  38,990  ─  ─  38,990

合計  38,990  ─  ─  38,990

自己株式         

普通株式（注）  1,677  33  2  1,708

合計  1,677  33  2  1,708

33 2

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  38,990  ─  ─  38,990

合計  38,990  ─  ─  38,990

自己株式         

普通株式（注）  1,708  12  0  1,720

合計  1,708  12  0  1,720

12 0

決議 株式の種類
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資  

１株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  74,539 利益剰余金  2.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日



  

前連結会計年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。 

２．各事業の主な製品は次のとおりであります。 

(1）電線・ケーブル事業 機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など 

(2）電子部品他事業   フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、テナントなど 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、長期投資資金（投資有価証券）等でありま

す。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

  

（平成22年3月31日現在）

現金及び預金   千円 1,544,390

有価証券  千円 400,674

計    千円 1,945,065

償還期限３か月超の有価証券   千円 △300,758

現金及び現金同等物   千円 1,644,306

（平成23年3月31日現在）

現金及び預金   千円 2,038,439

有価証券  千円 702,590

計    千円 2,741,030

３か月超の定期預金   千円 △200,000

償還期限３か月超の有価証券   千円 △402,545

現金及び現金同等物   千円 2,138,485

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
電線・ケーブル

（千円） 
電子部品他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  5,253,899  2,693,236  7,947,136  ─  7,947,136

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 ─  ─  ─  ─  ─

計  5,253,899  2,693,236  7,947,136  ─  7,947,136

営業費用  5,858,178  2,903,620  8,761,799  ─  8,761,799

営業損失（△）  △604,278  △210,384  △814,663  ─  △814,663

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出 
          

資産  5,819,154  4,737,189  10,556,344  1,474,005  12,030,349

減価償却費  341,275  273,300  614,576  ─  614,576

減損損失  ─  127,964  127,964  ─  127,964

資本的支出  147,373  41,640  189,014  ─  189,014

前連結会計年度 千円1,474,005

ｂ．所在地別セグメント情報



  

前連結会計年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

 （注）１．地域は地理的近接度によって区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域は次のとおりであります。 

(1）米州    アメリカ他 

(2）欧州    ドイツ、トルコ他 

(3）アジア他  中国、韓国他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために定期的に検討

を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品・サービス別の製造・販売体制を置き、製品・サービスについて国内および海外の市場に

対して戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

当社は「電線・ケーブル」、「電極線」、「不動産賃貸」の３つを報告セグメントとしております。 

「電線・ケーブル」の対象製品は、機器用電線、通信用ケーブル、ワイヤーハーネス、フレキシブル基

板などであります。「電極線」の対象製品は、放電加工機用電極線であります。「不動産賃貸」の対象物

件は、本社・群馬地区などの土地・建物であります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

  

ｃ．海外売上高

  米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  619,205  371,167  170,035  1,160,407

Ⅱ 連結売上高（千円）  ─  ─  ─  7,947,136

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％）  7.8  4.7  2.1  14.6

ｄ．セグメント情報



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

（単位：千円）

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （単位：千円）

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 （単位：千円） 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。   

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

主要な顧客の区分の外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の

10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。  

  

  
電線・ 

ケーブル 
電極線 

不動産 

賃貸 
合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

      

5,735,456 1,758,297  453,384 7,947,136

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ―  ― ―

計 5,735,456 1,758,297  453,384 7,947,136

セグメント利益又は損失（△） △963,268 △78,841  227,447 △814,663

その他の項目   

減価償却費  422,087 58,705  120,710 601,503

  
電線・ 

ケーブル 
電極線 

不動産 

賃貸 
合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

      

7,586,365 2,943,475  432,055 10,961,896

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ―  ― ―

計 7,586,365 2,943,475  432,055 10,961,896

セグメント利益 46,944 25,373  206,560 278,878

その他の項目   

減価償却費  336,790 69,411  112,863 519,065

ｅ．関連情報

  電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計 

外部顧客への売上高  7,586,365  2,943,475  432,055  10,961,896

日本  米州 欧州 本邦以外アジア 合計 

 9,059,096  1,133,308  385,231  384,259  10,961,896



  

前連結会計年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）  

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社製品の販売については、当社の総原価から算定した価格ならびに沖電気工業（株）から提示された価格

を検討のうえ、決定しております。  

当連結会計年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）  

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社製品の販売については、当社の総原価から算定した価格ならびに沖電気工業（株）から提示された価格

を検討のうえ、決定しております。  

（２）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

受取配当金については、剰余金の分配可能額を基礎とした一定の基準にもとづき合理的に決定しております。 

  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は、事業の内容に照

らして重要性が乏しく契約１件当たりのリース料総額も

３百万円を超えるものがないため、記載を省略しており

ます。 

同左 

（関連当事者情報）

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係  

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 

沖電気工

業（株） 

東京都

港区 
 76,940 製造業 

（被所有） 

直接35.3 

間接 1.0 

役員の

兼任 

当社製

品の販

売等 

電線類及び電

子部品等の販

売 

   468,263 売掛金  249,287

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係  

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 

沖電気工

業（株） 

東京都

港区 
 44,000 製造業 

（被所有） 

直接35.3 

間接 1.0 

役員の

兼任 

当社製

品の販

売等 

電線類及び電

子部品等の販

売 

   436,926 売掛金  243,924

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係  

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 

子会社 
 沖電線

サービス

(株） 

長野県

岡谷市 
 10 サービス業

（所有） 

直接100.0 

役員の

兼任 

当社へ

サービ

ス提供 

受取配当金    4,000 ─  ─



  

   

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年3月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳（千円） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳（千円） 

繰延税金資産  

賞与引当金 98,926

退職給付引当金 803,227

役員退職慰労引当金 36,218

投資有価証券評価損 56,777

繰越欠損金  579,192

その他 69,987

繰延税金資産小計 1,644,330

評価性引当金 △1,189,101

繰延税金資産合計 455,229

繰延税金負債  

退職給付信託設定益 △280,332

その他有価証券評価差額金 △64,268

繰延税金負債合計 △344,601

繰延税金資産の純額 110,628

繰延税金資産  

賞与引当金 114,993

退職給付引当金 817,701

役員退職慰労引当金 39,536

投資有価証券評価損 44,657

繰越欠損金  450,489

その他 58,933

繰延税金資産小計 1,526,312

評価性引当金 △1,020,859

繰延税金資産合計 505,452

繰延税金負債  

退職給付信託設定益 △216,255

その他有価証券評価差額金 △37,667

繰延税金負債合計 △253,922

繰延税金資産の純額 251,530

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産─繰延税金資産  168,557

固定資産─繰延税金資産  6,338

固定負債─繰延税金負債  64,268

流動資産─繰延税金資産  282,862

固定資産─繰延税金資産  6,335

固定負債─繰延税金負債  37,667

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載

しておりません。 

  （％）

法定実効税率  40.9

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目 
 △1.6

住民税均等割  8.0

評価性引当額の減少  △85.2

その他  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △35.0



前連結会計年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、必要に応じて短期的な運転資金や設備資金などを銀行借入により調達しております。また、一時的

な余剰資金は主に流動性が高く安全性の高い金融資産で運用しています。デリバティブは、リスクを回避する

ため利用する可能性がありますが、投機的な取引は行わない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、海外向けの売上によっ

て発生する外貨建ての営業債権は為替変動リスクに晒されていますが、同じ外貨建ての買掛金の範囲内でリス

クが相殺されています。 

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６か月以内の支払期日であります。 

借入金は、主に短期的な運転資金の調達によるもので、借入期間はすべて３か月以内であります。  

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当社は、売上債権管理規程及び与信限度管理規程によって、取引相手ごとの支払期日や債権残高を管理し

ております。また、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、経理部門との情報共有化を

行いながら債務状況等の悪化による貸倒リスクの軽減に努めています。 

②市場リスクの管理 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、満期保有目的の債券以外のものについては、市場や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理

しております。  

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。  

（金融商品関係）



２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参照）  

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関等

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。  

負債 

(1)支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。  

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  1,544,390  1,544,390  ─

(2）受取手形及び売掛金  2,924,568  2,924,568  ─

(3）有価証券及び投資有価証券  882,966  882,966  ─

資産計  5,351,925  5,351,925  ─

(1）支払手形及び買掛金  1,396,809  1,396,809  ─

負債計  1,396,809  1,396,809  ─

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式  44,439

  １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 
５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

預金  1,541,166  ─  ─  ─

受取手形及び売掛金   2,924,846  ─  ─  ─

有価証券及び投資有価証券          

満期保有目的の債券         

(1)国債・地方債等  ─  ─  ─  ─

(2)社債   300,665  ─  ─  ─

(3)その他   100,008  ─  ─  ─

合計   4,866,687  ─  ─  ─



当連結会計年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、必要に応じて短期的な運転資金や設備資金などを銀行借入により調達しております。また、一時的

な余剰資金は主に流動性が高く安全性の高い金融資産で運用しています。デリバティブは、リスクを回避する

ため利用する可能性がありますが、投機的な取引は行わない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、海外向けの売上によっ

て発生する外貨建ての営業債権は為替変動リスクに晒されていますが、同じ外貨建ての買掛金の範囲内でリス

クが相殺されています。 

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６か月以内の支払期日であります。 

借入金は、主に短期的な運転資金の調達によるもので、借入期間はすべて３か月以内であります。  

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当社は、売上債権管理規程及び与信限度管理規程によって、取引相手ごとの支払期日や債権残高を管理し

ております。また、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、経理部門との情報共有化を

行いながら債務状況等の悪化による貸倒リスクの軽減に努めています。 

②市場リスクの管理 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、満期保有目的の債券以外のものについては、市場や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理

しております。  

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。  



２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参照）  

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関

等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記

事項「有価証券関係」をご参照ください。  

負債 

(1)支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

  

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,038,439  2,038,439  ─

(2）受取手形及び売掛金  3,372,191   

貸倒引当金   △1,324   

   3,370,867  3,370,867  ─

(3）有価証券及び投資有価証券  1,089,390  1,089,390  ─

資産計  6,498,698  6,498,698  ─

(1）支払手形及び買掛金  1,737,780  1,737,780  ─

負債計  1,737,780  1,737,780  ─

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式  14,439

  １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 
５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

預金  2,032,271  ─  ─  ─

受取手形及び売掛金   3,372,191  ─  ─  ─

有価証券及び投資有価証券          

満期保有目的の債券         

(1)国債・地方債等  ─  ─  ─  ─

(2)社債   402,545  ─  ─  ─

(3)その他   300,045  ─  ─  ─

合計   6,107,054  ─  ─  ─



前連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．満期保有目的の債券 

  

２．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

３．減損処理を行った有価証券 

当連結会計年度において、投資有価証券について 千円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。 

（有価証券関係）

  種類  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価 

（千円） 
差額 

（千円） 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

(1)国債・地方債等  ─  ─  ─

(2)社債  300,665  300,665  ─

(3)その他  100,008  100,008  ─

合計   400,674  400,674  ─

  種類  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1)株式  414,571   201,967  212,604

(2)債券       

国債・地方債等  ─  ─  ─

社債  ─  ─  ─

その他  ─  ─  ─

(3)その他  ─  ─  ─

小計  414,571  201,967  212,604

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1)株式  67,720  76,220  △8,499

(2)債券       

国債・地方債等  ─  ─  ─

社債  ─  ─  ─

その他  ─  ─  ─

(3)その他  ─  ─  ─

小計  67,720  76,220  △8,499

合計   482,292  278,187  204,104

4,439

19,851



当連結会計年度（平成23年３月31日） 

１．満期保有目的の債券 

  

２．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）及び当連結会計年度（自平成22年４月１日 至

平成23年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  種類  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価 

（千円） 
差額 

（千円） 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

(1)国債・地方債等  ─  ─  ─

(2)社債  402,545  402,545  ─

(3)その他  300,045  300,045  ─

合計   702,590  702,590  ─

  種類  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1)株式  332,567   216,480  116,087

(2)債券       

国債・地方債等  ─  ─  ─

社債  ─  ─  ─

その他  ─  ─  ─

(3)その他  ─  ─  ─

小計  332,567  216,480  116,087

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1)株式  54,233  61,707  △7,474

(2)債券       

国債・地方債等  ─  ─  ─

社債  ─  ─  ─

その他  ─  ─  ─

(3)その他  ─  ─  ─

小計  54,233  61,707  △7,474

合計   386,800  278,187  108,612

4,439

（デリバティブ取引関係）



１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度及び確定給付型の確定給付企業年金制度を設けております。 

また、連結子会社は退職一時金制度を設けております。 

なお、当社において退職給付信託を設定しております。 

当社は、ＯＫＩ企業年金基金に加入しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）連結子会社の退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   

（退職給付関係）

   
前連結会計年度 

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日）  

       

  (1）退職給付債務（千円） △3,768,015 △3,837,714 

  (2）年金資産（退職給付信託含む）（千円） 1,941,462 1,864,524 

  (3）未積立退職給付債務（千円）(1)＋(2) △1,826,552 △1,973,190 

  (4）未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） △205,528 △158,348 

  (5）未認識数理計算上の差異（千円） 1,131,176 1,038,554 

  (6）退職給付引当金（千円）(3)＋(4)＋(5) △900,903 △1,092,984 

  
前連結会計年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

退職給付費用  398,882  379,620

(1）勤務費用（千円）  90,620  95,870

(2）利息費用（千円）  80,934  79,087

(3）期待運用収益（減算）（千円）  △8,061  △16,784

(4）過去勤務債務の費用処理額（減算）（千円）  △47,179  △47,179

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  282,568  268,626

  
前連結会計年度 

（平成22年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年3月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率（％）  2.1 同左 

(3）期待運用収益率（％）  0.5  1.0

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年）  10 同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数（年）  10 同左 



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当社及び一部の連結子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を

有しております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円、減損損失は

千円であります。なお、賃貸収益は売上高、主な賃貸費用は売上原価、減損損失は特別損失に計上しております。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費 千円及び減損損失 千円等であります。

３．当連結会計年度の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月

28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20

年11月28日）を適用しております。  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社及び一部の連結子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を

有しております。平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円であります。なお、

賃貸収益は売上高、主な賃貸費用は売上原価に計上しております。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費であります。 

３．当連結会計年度の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。 

   

（賃貸等不動産）

228,667 28,938

連結貸借対照表計上額（千円） 
当連結会計年度末の時価 

（千円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 2,106,715  △149,765  1,956,949  3,975,891

120,827 28,938

206,560

連結貸借対照表計上額（千円） 
当連結会計年度末の時価 

（千円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 1,956,949  △108,927  1,848,022  3,540,560



（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

１株当たり純資産額（円）  227.64  231.41

１株当たり当期純利益金額又は当期純損

失金額（△）（円） 
 △24.11  8.29

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △899,240  308,914

普通株主に帰属しない金額（千円）  ─  ─

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（千円） 
 △899,240  308,914

期中平均株式数（株）  37,302,685  37,273,987

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

該当事項はありません。 同左 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,529,479 1,919,202

受取手形 907,220 1,044,072

売掛金 ※1  2,017,626 ※1  2,267,284

有価証券 400,674 702,590

商品及び製品 414,584 435,432

仕掛品 312,264 351,343

原材料及び貯蔵品 130,182 129,503

前払費用 8,809 8,834

繰延税金資産 163,406 267,406

関係会社短期貸付金 － 12,400

未収入金 117,471 199,040

その他 33,475 54,348

貸倒引当金 △300 △1,500

流動資産合計 6,034,894 7,389,958

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※2  9,921,868 ※2  9,910,786

減価償却累計額 △7,220,204 △7,389,040

建物（純額） 2,701,664 2,521,745

構築物 516,795 522,620

減価償却累計額 △433,411 △444,343

減損損失累計額 △6,020 △6,020

構築物（純額） 77,364 72,256

機械及び装置 6,070,699 5,980,356

減価償却累計額 △5,452,202 △5,486,638

減損損失累計額 △83,797 △83,797

機械及び装置（純額） 534,699 409,920

車両運搬具 72,216 77,269

減価償却累計額 △60,168 △61,523

減損損失累計額 △4 △4

車両運搬具（純額） 12,043 15,741

工具、器具及び備品 979,500 941,045

減価償却累計額 △879,381 △861,338

減損損失累計額 △3,564 △3,564

工具、器具及び備品（純額） 96,555 76,143

土地 1,403,252 1,403,252

建設仮勘定 6,032 25,774

有形固定資産合計 4,831,611 4,524,834

無形固定資産   

施設利用権 4,653 4,645

商標権 5,800 5,200

ソフトウエア 231,987 159,008

無形固定資産合計 242,440 168,854



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 476,279 341,340

関係会社株式 50,452 89,899

関係会社出資金 265,598 191,295

従業員に対する長期貸付金 429 287

関係会社長期貸付金 77,300 52,500

長期前払費用 538 352

差入保証金 21,823 22,958

会員権 6,881 6,881

その他 10,369 5,426

貸倒引当金 △14,292 △9,353

投資その他の資産合計 895,380 701,586

固定資産合計 5,969,432 5,395,274

資産合計 12,004,326 12,785,233

負債の部   

流動負債   

支払手形 359,434 411,628

設備関係支払手形 16,589 42,784

買掛金 1,064,144 1,342,553

短期借入金 190,000 190,000

未払金 44,262 51,140

未払費用 385,641 398,465

未払法人税等 29,831 33,757

未払消費税等 32,443 29,338

未払事業所税 1,344 1,343

前受金 38,599 35,901

預り金 22,505 19,789

流動負債合計 2,184,796 2,556,704

固定負債   

繰延税金負債 64,268 37,667

退職給付引当金 898,944 1,090,722

役員退職慰労引当金 88,554 96,666

長期預り保証金 302,866 295,573

その他 － 10,419

固定負債合計 1,354,633 1,531,049

負債合計 3,539,429 4,087,753



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金   

資本準備金 3,101,531 3,101,531

資本剰余金合計 3,101,531 3,101,531

利益剰余金   

利益準備金 511,624 511,624

その他利益剰余金   

別途積立金 2,054,250 2,054,250

繰越利益剰余金 △1,144,064 △840,768

利益剰余金合計 1,421,810 1,725,106

自己株式 △503,074 △504,896

株主資本合計 8,325,061 8,626,534

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 139,835 70,945

評価・換算差額等合計 139,835 70,945

純資産合計 8,464,897 8,697,479

負債純資産合計 12,004,326 12,785,233



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 7,947,136 10,700,963

売上原価   

製品期首たな卸高 485,889 414,584

当期製品製造原価 ※2, ※5  5,961,395 ※2, ※5  6,996,225

当期製品仕入高 852,953 1,561,712

合計 7,300,238 8,972,522

他勘定振替高 ※1  10,620 ※1  14,969

製品期末たな卸高 414,584 435,432

製品売上原価 6,875,033 8,522,121

売上総利益 1,072,102 2,178,841

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 206,082 236,842

支払手数料 94,343 92,168

役員報酬 75,142 75,801

給料及び賃金 569,015 552,712

賞与及び手当 161,208 164,714

法定福利費 104,035 103,261

退職給付費用 142,684 141,270

役員退職慰労引当金繰入額 29,012 28,692

貸倒引当金繰入額 8,609 －

研究開発費 ※2  152,209 ※2  165,926

減価償却費 74,828 70,501

その他 280,627 285,029

販売費及び一般管理費合計 1,897,799 1,916,920

営業利益又は営業損失（△） △825,696 261,921

営業外収益   

受取利息 5,899 2,821

受取配当金 ※4  14,344 ※4  14,021

有価証券利息 1,795 1,871

受取ロイヤリティー ※4  3,537 2,370

その他 6,960 5,707

営業外収益合計 32,537 26,793

営業外費用   

支払利息 3,936 3,910

為替差損 6,765 38,674

その他 30 7,019

営業外費用合計 10,732 49,604

経常利益又は経常損失（△） △803,891 239,110

特別利益   

固定資産売却益 730 187

貸倒引当金戻入額 － 3,603

特別利益合計 730 3,790



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産処分損 ※3  11,668 ※3  19,619

投資有価証券評価損 49,485 6,161

減損損失 ※6  99,025 －

特別損失合計 160,179 25,781

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △963,340 217,119

法人税、住民税及び事業税 17,842 17,801

法人税等調整額 △90,985 △103,999

法人税等合計 △73,143 △86,198

当期純利益又は当期純損失（△） △890,197 303,318



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,304,793 4,304,793

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,304,793 4,304,793

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,101,531 3,101,531

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,101,531 3,101,531

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 511,624 511,624

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 511,624 511,624

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,054,250 2,054,250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,054,250 2,054,250

繰越利益剰余金   

前期末残高 △253,324 △1,144,064

当期変動額   

自己株式の処分 △541 △22

当期純利益又は当期純損失（△） △890,197 303,318

当期変動額合計 △890,739 303,295

当期末残高 △1,144,064 △840,768

自己株式   

前期末残高 △500,049 △503,074

当期変動額   

自己株式の取得 △3,894 △1,871

自己株式の処分 868 48

当期変動額合計 △3,025 △1,822

当期末残高 △503,074 △504,896

株主資本合計   

前期末残高 9,218,825 8,325,061

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △890,197 303,318

自己株式の取得 △3,894 △1,871

自己株式の処分 327 26

当期変動額合計 △893,764 301,473

当期末残高 8,325,061 8,626,534



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 50,369 139,835

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 89,466 △68,890

当期変動額合計 89,466 △68,890

当期末残高 139,835 70,945

純資産合計   

前期末残高 9,269,195 8,464,897

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △890,197 303,318

自己株式の取得 △3,894 △1,871

自己株式の処分 327 26

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 89,466 △68,890

当期変動額合計 △804,298 232,582

当期末残高 8,464,897 8,697,479



 該当事項はありません。   

  

(4)継続企業の前提に関する注記

(5)重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しており

ます。  

(1）満期保有目的の債券 

同左 

  (2)その他有価証券 

（イ）時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定し

ております。） 

(2)その他有価証券 

（イ）時価のあるもの 

同左 

  （ロ）時価のないもの 

 総平均法による原価法 

（ロ）時価のないもの 

同左 

  (3）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(3）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しております。） 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては、定額法を採用しております。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 ただし、自社利用ソフトウェアにつ

いては、自社における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 



   

項目 
前事業年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

期末現在有する売掛金、貸付金等の債

権の貸倒れによる損失に備えるため一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左  

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）による定額法により発

生年度から費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）による定額法によ

り翌事業年度から費用処理することと

しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額（全

額）を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 



(6)個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年3月31日） 

当事業年度 
（平成23年3月31日） 

※１ 関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

※１ 関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

（流動資産）  売掛金 千円 249,287 （流動資産）  売掛金 千円 243,924

※２ 国庫補助金等の受入れにより建物について 千

円の圧縮記帳を行っており、貸借対照表計上額は、

この圧縮記帳額を控除しております。  

9,749 ※２         同左  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日） 

※１ 他勘定振替高は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費への振替高他   千円 10,620 販売費及び一般管理費への振替高他   千円 14,969

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれている研究開発費

は、 千円であります。 183,277

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれている研究開発費

は、 千円であります。 192,419

※３ 固定資産処分損の明細は次のとおりであります。 ※３ 固定資産処分損の明細は次のとおりであります。 

(1）固定資産除却損  

建物       千円 2,330

機械及び装置   千円 6,463

車両運搬具     千円 599

工具、器具及び備品      千円 2,234

 ソフトウエア 千円 40

合計        千円 11,668   

(2）建物等撤去費用         千円 

(1）固定資産除却損  

建物       千円 717

機械及び装置   千円 5,251

車両運搬具     千円 1,207

工具、器具及び備品      千円 952

合計        千円 8,128

11,490

※４ 関係会社に関する項目 

受取配当金       千円 3,000

受取ロイヤリティー       千円 1,838

※４ 関係会社に関する項目 

受取配当金       千円 4,000

        

※５ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、たな卸資産評価損 千円が売上原

価に含まれております。 

△3,035

※５ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、たな卸資産評価損 千円が売上原

価に含まれております。 

△5,360

※６ 減損損失 

当事業年度において、減損損失を計上した主な資

産は次のとおりであります。 

──────  

用途 フレキシブル基板製造設備  

種類 機械装置等  

場所 群馬県伊勢崎市  

減損損失 機械装置等 千円  99,025

減損損失の認識に至

った経緯 

営業活動から生じる損益が継続

して損失となり将来キャッシ

ュ・フローが各資産の帳簿価額

を著しく下回ったため  

回収可能価額 正味売却価額  

回収可能価額の算定

方法 

他への転用や売却が困難である

ことから 円としております。  0

  

当社は、原則として、事業用資産については事業区分

を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産につ

いては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

  



前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少 千株は、買増請求

による減少であります。   

当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少 千株は、買増請求

による減少であります。   

  

前事業年度（平成22年３月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。  

当事業年度（平成23年３月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）  1,677  33  2  1,708

合計  1,677  33  2  1,708

33 2

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）  1,708  12  0  1,720

合計  1,708  12  0  1,720

12 0

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は、事業の内容に照

らして重要性が乏しく契約１件当たりのリース料総額も

３百万円を超えるものがないため、記載を省略しており

ます。 

同左 

（有価証券関係）

40,000

40,000



  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年3月31日） 

当事業年度 
（平成23年3月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳（千円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳（千円） 

繰延税金資産  

賞与引当金 94,363

退職給付引当金 802,432

役員退職慰労引当金 36,218

関係会社株式評価損 24,390

投資有価証券評価損 32,387

繰越欠損金 579,192

その他 57,650

繰延税金資産小計 1,626,634

評価性引当額 △1,182,895

繰延税金資産合計 443,738

   

繰延税金負債  

退職給付信託設定益 △280,332

その他有価証券評価差額金 △64,268

繰延税金負債合計 △344,601

繰延税金資産の純額 99,137

繰延税金資産  

賞与引当金 100,942

退職給付引当金 816,791

役員退職慰労引当金 39,536

関係会社株式評価損 12,269

投資有価証券評価損 32,387

繰越欠損金 421,842

その他 46,461

繰延税金資産小計 1,470,233

評価性引当額 △986,572

繰延税金資産合計 483,661

   

繰延税金負債  

退職給付信託設定益 △216,255

その他有価証券評価差額金 △37,667

繰延税金負債合計 △253,922

繰延税金資産の純額 229,738

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失が計上されているため、記載してお

りません。 

  

（％） 

法定実効税率  40.9

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 3.4

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
 △1.7

住民税均等割  8.2

評価性引当額の減少  △90.4

その他  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
 △39.7



（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(1）役員の異動 

 未定 

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

１株当たり純資産額（円）  227.05  233.36

１株当たり当期純利益金額又は当

期純損失金額（△）(円) 
 △23.86  8.14

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円） 

 潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

同左 

  
前事業年度 

(自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △890,197  303,318

普通株主に帰属しない金額（千円）  ─  ─

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △890,197  303,318

期中平均株式数（株）  37,302,685  37,273,987

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年4月１日 

至 平成22年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年4月１日 

至 平成23年3月31日） 

該当事項はありません。 同左 

６．その他
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